
５９．後山地区 地区計画 

決  定  平成25年2月28日 広島市告示第71号 

名     称 後山地区 地区計画 

位     置 広島市安佐北区安佐町大字後山の一部 

面     積 約２７．７ｈａ 

地区計画の目標 後山地区は、広島市の北部に位置し、太田川の支流である後山川沿いを中心に集落が形

成され、谷間の地形、周辺の山々と併せて、棚田等の農地が地区の風景を特徴づけている。

また、地区の西側は大規模な住宅団地（あさひが丘）、南側は安佐動物公園と隣接し、東

と北は森林に覆われ、北の下流部は河川沿いまで山が迫っている。 

 その中で、住宅と農地を中心とした土地利用がなされているが、県道勝木安古市線沿い

などには工場等も立地している。また、県道勝木安古市線や市道安佐北４区５２号線・６

１号線以外は、大半が幅員４ｍ未満であり、公園・広場も未整備である。 

 加えて、当地区では人口減少と少子高齢化が進んでおり、集落の活力の低下や耕作放棄

地の拡大などが懸念されている。 

 このため、都市的土地利用と自然的土地利用、暮らしと産業活動の調和を図りつつ、計

画的な土地利用の推進、地区の特色を生かした風景づくりなどを進め、良好な居住環境の

形成と定住条件の緩和を図り、持続可能な里づくりを目指すものである。  
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土地利用の方針 自然環境や営農環境との調和を図りながら、住宅を中心とした地区として、ゆとりのあ

る安全で快適な環境、持続可能な活力のある環境が確保できるよう、次のような方針のも

とに、適正な土地利用の推進を図る。 

 すでに住宅等がある程度連たんして立地している区域については、計画的な宅地や住宅

等の整備を誘導するとともに、建て替え時等において、狭あいな道路の拡幅などを促し、

ゆとりのある良好な環境の住宅地の形成を目指す。 

また、県道勝木安古市線などの主要な道路沿いや、それらと幅員４ｍ以上で連続する道

路に面する土地については、住宅地や生活利便施設用地などとしての計画的な土地活用が

可能な条件整備を図る。 

地区施設の整備 

の方針 

当地区においては、県道勝木安古市線が幹線道路の役割を果たし、当該道路と後山川や

集落地をはさんで並行して通る市道（安佐北４区５２号線・６１号線）、及び両者をつな

ぐ市道（安佐北４区７５号線）が補助幹線道路的な機能を担い、さらに、筒瀬方面とをつ

なぐ道路整備が計画されている。  

 このため、これらの道路を地区内の基軸として生かし、計画的な土地利用を推進する。 

建築物等の整備 

の方針 

建築物等について、次のような事項を定めることにより、安全・快適な地区環境の形成

及び保全を図る。 

１ 建築物の用途の制限 

２ 建築物の敷地面積の最低限度 

３ 建築物の高さの最高限度 

４ 壁面の位置の制限 

５ 建築物等の形態又は意匠の制限 

その他当該地区 

の整備、開発 

及び保全の方針 

 原則として開発行為による道路の新設（改良及び付け替えを除く。）を伴わないことと

する。ただし、道路の新設が行き止まり道路の解消など、地区の環境の改善・向上につな

がるものを除く。 

 新たに開発行為で整備する建築物の敷地は、開発行為の許可に必要となる幅員以上の道

路に４メートル以上接することとする。 
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名称 住宅地区 

面積 約２４．６ｈａ 

建築物の用途の

制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は建築してはならない。 

１ 住宅（住戸数が５以上の長屋を除く。） 

２ 兼用住宅（建築基準法施行令第１３０条の３に定める住宅（長屋を除く。）をいう。） 

３ 共同住宅（住戸数が４以下のものに限る。） 

４ 寄宿舎又は下宿 

 

配布用(参考) 
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５ 学校（大学及び高等専門学校を除く。)、図書館その他これらに類するもの 

６ 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉ホームその他これらに類するもの 

７ 診療所 

８ 巡査派出所、公衆電話所又は建築基準法施行令第１３０条の４に定める公益上必要な

建築物 

９ 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもののうち建築基準法施行令第１３

０条の５の２に定めるものでその用途に供する部分の床面積の合計が１５０平方メー

トル以内のもの（３階以上の部分をその用途に供するものを除く。） 

10 農業、林業又は漁業の用に供する建築物（都市計画法施行令第２０条第１項各号に掲
げるものに限る。） 

11 給油所（都市計画法第３４条第１号に該当するものに限る。） 

12 農業、林業若しくは漁業の用に供する建築物で都市計画法施行令第２０条第１項各号

に定める建築物以外のものの建築又は市街化調整区域内において生産される農産物、林

産物若しくは水産物の処理、貯蔵若しくは加工に必要な建築物（都市計画法第３４条第

４号に該当するものに限る。） 

13 市街化調整区域内において現に工業の用に供されている工場施設における事業と密

接な関連を有する事業の用に供する建築物（都市計画法第３４条第７号に該当するもの

に限る。） 

14 前各項の建築物に附属するもの（建築基準法施行令第１３０条の５各号に掲げるもの

を除く。） 

建築物の敷地面

積の最低限度 

 ２００平方メートルとする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。  

１ この地区計画の決定の際（以下「基準時」という。）現に存する建築物の敷地又は現

に建築、修繕若しくは模様替えの工事中の建築物の敷地がこの規定に適合しない場合で

基準時の登記記録に記録された地積以上であるとき 

２ 巡査派出所の敷地として使用する場合 

３ 公衆電話所の敷地として使用する場合 

４ 集会所（近隣住民を対象としたものに限る。）の敷地として使用する場合 

５ 公園に設けられる公衆便所又は休憩所の敷地として使用する場合 

６ 建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げる建築物の敷地として使

用する場合 
７ 都市計画法施行令第２０条第１項各号に掲げる建築物の敷地として使用する場合 

建築物の高さの

最高限度 

１ 建築物の高さは、１０メートルを超えてはならない。 

 ただし、基準時に現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様替えの工事中の

建築物がこの規定に適合しない場合並びに基準時の敷地を分割及び他の土地と統合せ

ず、かつ、基準時に存する建築物の高さ以下の建築物を建築する場合においては、この

限りではない。 

２ 建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線ま

での真北方向の水平距離に１．２５を乗じて得たものに５メートルを加えたもの以下に

しなければならない。 

３ 北側の前面道路の反対側に水面、線路敷その他これらに類するものがある場合又は建

築物の敷地が北側で水面、線路敷その他これらに類するものに接する場合における第２

項の規定の適用については、当該前面道路の反対側の境界線又は当該水面、線路敷その

他これらに類するものに接する隣地境界線は、当該水面、線路敷その他これらに類する

ものの幅の２分の１だけ外側にあるものとみなす。 

４ 建築物の敷地の地盤面が北側の隣地（北側に前面道路がある場合においては、当該前

面道路の反対側の隣接地をいう。）の地盤面（隣地に建築物がない場合においては、当

該隣地の平均地表面をいう。）より１メートル以上低い場合における第２項の規定の適

用については、その建築物の敷地の地盤面は、当該高低差から１メートルを減じたもの

の２分の１だけ高い位置にあるものとみなす。 

５ 第１項及び第２項の規定による高さの算定については、地盤面からの高さによる。 
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６ 第１項及び第２項に規定する建築物の高さには、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、

屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建

築面積の８分の１以内の場合においては、その部分の高さは５メートルまでは算入しな

い。 

壁面の位置の 

制限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線（隅切部分を除く。）までの

距離は、１メートル以上としなければならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる建築物又は建築物の部分については、適用しない。  

(１) ポーチ等で出入りのための通行専用と認められる建築物の部分 

(２) 簡易な構造の自動車車庫 

(３) 物置その他これに類する用途に供する建築物の部分で次に掲げる要件に該当するも

の 

イ 軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内であ

ること  

ロ 建築物の部分の水平投影の前面道路に面する長さを敷地の前面道路に接する部分

の水平投影の長さで除した数値が５分の１以下であること  

(４) 巡査派出所  

(５) 公衆電話所  

(６) 建築基準法施行令第１３０条の４第４号又は第５号に掲げるもの  

(７) 門又は塀  

(８) 前各号に掲げるもののほか、建築物の部分で高さが１．２メートル以下のもの 

３ 基準時に現に存する建築物又は現に建築、修繕若しくは模様替えの工事中の建築物が

第１項の規定に適合しない場合においては、当該建築物に対して第１項の規定は適用し

ない。 

４ 前項の規定により第1項の適用を受けない建築物に増築をする場合においては、増築

をする部分が第１項の規定に適合する場合に限り、当該建築物に対して、第１項の規定

は適用しない。 

５ 第３項の規定により第１項の適用を受けない建築物に修繕又は模様替をする場合に

おいては、当該建築物に対して、第１項の規定は適用しない。 

建築物等の形態 

又は意匠の制限 
屋外広告物（屋外広告物法第２条第１項に定めるものをいう。）は、次の(１)又は(２)に

該当する自己の用に供する広告物（以下「自己用」という。）以外を禁止するとともに、

自己用のうち、次の(３)から(５)のいずれかに該当するものは建築物を利用して表示し、又

は広告物を掲出する物件を設置してはならない。ただし、広島市屋外広告物条例（昭和５

４年条例第６５号。以下「条例」という。）第６条第１項、第２項、第４項第３号、同項

第４号及び同項第６号に規定するものについてはこの限りではない。 

(１) 自己の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容を表示す

るため、自己の土地、住所、事業所、営業所若しくは作業場又は車両、船舶等に表示

する広告物又はこれを掲出する物件 

(２) 前号に掲げるもののほか、自己の管理する土地又は物件に管理上の必要に基づき表

示する広告物又はこれを掲出する物件 

(３) 広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもので、高さ（脚部、露出基礎等

を含む｡）が５メートルを超えるもの 

(４) 地盤面からの高さが５メ－トルを超える位置にある壁面から張り出して設けるもの 

(５) 屋上又は屋根の上に広告物の掲出を主たる目的として独立して設けるもの 

「区域及び地区整備計画の区域は、計画図表示のとおり。」 
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